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論 文 内 容 要 旨	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 我が国生活排水の処理は，下水道，農業集落排水施設，浄化槽等様々な施設によって進められ，施設の整備
率である汚水処理人口普及率は平成 28 年度末に 90％を突破した．しかし，実際の処理人数をベースとした汚水
衛生処理率は平成 27 年度で 85.1％にとどまり，未だ 1,900 万人の生活雑排水が未処理放流されているのが現状
である．したがって，すべての国民が生活排水処理施設を早期に利用できるよう整備を進める必要があるが，一
方で我が国は人口減少の時代に入っており，生活排水処理施設概成後の持続可能性を考慮することも極めて重要
である． 
また，生活排水処理施設の概成にあたっては，下水道や農業集落排水施設などの集合型と浄化槽のような分散
型のそれぞれの特長を活かしたベストミックスにより効率的に進める必要がある．しかし，各種施設の普及が進
むにつれて整備済み集合処理施設への未接続の問題，人口減少が急速に進む地域に拡張された集合処理施設の経
済的な問題，集合処理の拡張区域内における合併処理浄化槽の利用および廃止の問題など，現在においても様々
な問題が顕在化しており，これらの問題は人口減少が進むにしたがいより深刻なものとなり，既に整備された施
設の維持管理も含め，生活排水処理の持続性をおびやかす問題にもなりかねない． 
	 そこで本研究では，生活排水の未処理の問題を定量化・可視化したうえで解消にむけた課題を考察し，人口減
少時代を迎えた日本において概ね 10 年で未処理問題を解消し，その後の持続可能な生活排水処理にも資する適
正な方法を明らかにすることを目的として研究を行った． 
	 第 1 章「序論」では，本研究の背景および目的を述べた． 
	 第２章「生活排水処理施設の整備の経緯を踏まえた研究課題の整理」では，下水道，農業集落排水施設および
浄化槽について個々の整備の経緯を整理して，研究課題の抽出を行なった．集合処理施設は 1990 年代後半から
2000 年初頭に大都市部から小規模市町村や大規模市町村周縁の人口密度の低い地区にまで拡張され，当時供用開
始された特定環境保全公共下水道や農業集落排水施設は未普及問題の解消に向けて大きく貢献した．しかし，こ
れらの地域は人口減少が著しい地域でもあり，今後の人口減少を勘案して持続可能な生活廃水処理システムを維
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持するために特に検討が必要な地域と考えられた. 
 
第３章「生活排水の未処理問題の解消に向けた課題と考察」では，では, 生活排水の未処理問題に焦点をあて,
生活排水処理施設が整備されておらず利用できる状態となっていない「未普及人口」と，生活排水処理施設が整
備されているにもかかわらず利用していない「未利用人口」，それらをあわせた生活排水の｢未処理人口｣を生活排
水処理施設に関して公表されている汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率，一般廃棄物処理実態調査等の公表デ
ータより算出し，可視化した．その結果，平成 27 年度において，未普及人口が 1,300 万人の内訳は単独処理浄
化槽利用人口 792 万人と非水洗化人口 507 万人からなることが明らかになった．また，未利用人口は 570 万人
であることがわかり，実際に生活排水を処理していない未処理人口 1,900 万人の衛生処理を進めるためには施設
の整備による汚水処理人口普及率の向上だけでなく，未利用問題の解消が重要であることを明らかにした． 
さらに，生活排水の未処理問題を人口密度や高齢化率などの地域特性との関係で解析し，生活排水処理施設の
普及は人口および人口密度が小さい市町村ほど進んでおらず，それらの市町村では 65 歳以上の人口割合が大き
く人口減少も大きいことから生活排水処理施設の概成にあたってはこのような地域特性を特に考慮する必要があ
ることが明らかになった．また，未処理に占める未利用の割合が年々増加しており，平成 26 年度には 31％まで
上昇していること，その直接的な原因である集合処理施設の未接続率は，一人当たりの管路延長が長いほど大き
くなること，未接続率が 10％を下回るのには供用開始後 30 年程度要すること等を明らかにした． 
単独処理浄化槽に関しては平成 13 年に原則新設が禁止されて以降，年々利用人口が減少してきたものの未だ
に 1,200 万人以上の利用者があり，未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合は平成 26 年度には 60％
に達しており，集合処理区域内に残存する単独処理浄化槽は未利用問題解消の大きな障害となっていること，可
住地人口密度が高い市町村の未普及，未利用の主要因となっていることを明らかにした． 
第 4 章「生活排水未処理の課題に対する人口減少の影響」では，各市町村の人口動態等を勘案したうえで2025
年に汚水処理人口普及率 100%を達成するために必要な生活排水処理施設の整備量，ならびに施設整備および維
持管理に係る年間費用を集合処理で整備した場合と分散処理で整備した場合に分けて求めるとともに，人口減少
の進行に伴って現行の生活排水処理施設の能力を下回った場合にはその差を生活排水処理施設の能力の「余剰量」
と定義し，人口減少による稼働率低下の影響についても考察した．2025 年までに未普及を解消するために全国で
必要な施設整備量は 840〜1,259 万人と推計され，市町村内で既存の施設を有効活用するために既設地域への人
口誘導策を図ることにより整備量を最大3 割程度小さくすることが可能であることを明らかにした．また，施設
の建設および更新に係る資本費，および維持管理費を勘案した年間費用は，一人当たりの管路延長が 8ｍを超え
ると分散処理のほうが有利であり，今後整備が必要な市町村の多くは一人当たりの管路延長が 8ｍを超えること
から，我が国全体で考えると分散処理主体の整備を進めることが，コスト面からも未普及解消の迅速性の観点か
らも適切であると考えられた． 
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	 これらの結果を踏まえ，人口増加時代の生活排水処理対策である集合処理施設の区域拡張と分散処理施設の普
及から，汚水処理人口普及率 90％，人口減少時代に適応した対策へ転換を図るため，以下の3 つの対策を提案し
た． 
	 対策１：将来の人口減少を考慮して集合処理計画を適正に見直す． 
人口減少の進行に伴い，新設管路の耐用年数内に大幅に利用率が低下する地域において早期に計画を見直す．こ
れにより，これまで集合処理計画区域内で単独処理浄化槽の転換をしてこなかった世帯において合併処理浄化槽
への転換が図られ，既に合併処理浄化槽を設置した世帯からの接続への負担に対する行政への不信もなくなる． 
無理な区域拡張は未接続，未利用の点からも問題である． 
	 対策 2：未普及地域から集合処理既設地域への人口移動（コンパクト・シティ化） 
	 未普及解消のための施設整備量を大幅に削減できるだけでなく既設施設の稼働率低下を防止できる．コンパク
ト・シティの推進により他の社会基盤施設の人口減少対策にも資する． 
	 対策３：戸別分散型のみならず複数戸をまとめた分散型生活排水処理施設の活用（中型浄化槽の活用） 
	 5 人槽の代わりに 50 人槽を利用することにより 39％の費用削減が図られる．対策 2 の市町村中心部への人口
移動が無理でも集落単位の共同住宅建設，独居老人の移動等により未普及の早期解消だけでなく福祉の向上にも
役立つ． 
	 第５章「人口減少における生活排水処理システム概成のためのシナリオ分析」では，人口減少が進んでいる宮
城県大崎市の古川地区をモデル地区として，現行の生活排水処理システム整備計画を見直すための３つシナリオ
を作成し，将来の人口減少をふまえて効率的に生活排水処理システムを概成するための方法を検討した． 
シナリオ１：現行の計画通りに集合処理・分散処理（5 人槽）の整備を進めて概成する． 
シナリオ２：計画区域を 100m×100ｍのメッシュで区分し，2025 年の人口密度を指標として見直す．人口密度
がある人口密度P 以上のメッシュは集合処理，低いメッシュは分散処理（5 人槽）で整備する．	  
シナリオ３： 計画区域をシナリオ②の通り見直すが，分散処理で整備する区域の分散処理方法としては 5 人槽，
30 人槽，50 人槽の浄化槽で対応する． 
	 集合処理システムの整備にかかる費用は，「持続的汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル
（国土交通省，農林水産省，環境省）」に示されている費用関数，および地方公営企業年鑑に示される下水道関係
のデータを基に解析した実績値を使って費用を資本費と維持管理費に区分して求めた．また，分散処理システム
を整備した場合の費用は，ここでは１基あたりの費用は資本費，維持管理費とも一定とし，総費用はその値に整
備する基数を乗じて求めた． 
	 その結果，シナリオ１については，集合処理区域の一部を統合して既存施設を有効活用し，統合しない区域を
浄化槽により整備することで費用削減が可能なことを明らかにした． 
	 シナリオ２については，30 人/ha（概ね一人当たりの管路延長が 7ｍ/人）以上の地域を集合処理，それ以下の
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場合を分散処理とした場合に全体費用が最小であり，現行の集合処理計画区域の一部を縮小することによりコス
ト削減が可能なことを明らかにした． 
	 シナリオ３については，5 人槽だけで整備を行う場合と 50 人槽を適切に組み合わせて整備する場合の年間費用
を比較し，大きなコスト削減効果があることを明らかにした． 
	 すなわち，人口増加時代の生活排水処理対策である集合処理の区域拡張と分散処理の普及から，汚水処理人口
普及率 90％，人口減少時代に適応した対策へ転換を図るため，前章で提案した以下の3 つの対策の有効性が，上
記結果からも検証された． 
	 第６章「総括および展望」では，我が国の生活排水処理システムの課題を可視化し，将来の人口減少を踏まえ
た生活排水処理施設の未普及問題，未利用問題の解消の手法を提案し，その経済的有効性を評価した本論文の知
見を総括した． 
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